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ばい煙 SOx 

ばいじん 

有害物質(NOxなど) 

揮発性有機化合物(VOC) 

粉じん 

一般粉じん 

特定粉じん 
(石綿) 

有害大気汚染物質(HAPs) 

特定ばい煙(Sox,NOx) 

ばい煙発生施設 

特定工場 

VOC発生施設 

一般粉じん発生施設 

特定粉じん発生施設 

特定粉じん排出作業 

排出基準、改善命令など 

総量規制、改善命令など 

自主的取組みと排出基準のベス
トミックス、改善命令など 

構造、使用、管理に関する基準
の遵守命令 

敷地境界線基準、改善命令など 

作業基準、事前の届け出など 

自主的取組み(PRTR など)、抑
制基準、警告など 

自動車排出ガス 許容限度など 
自動車 

水銀 
排出基準、改善勧告･命令など 水銀排出施設 

要排出抑制施設 自主的取組、実施状況公表など 

3 

日本での発生源での大気規制 
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○ VOCは、塗料、接着剤、インキ等に溶剤として使用され、大気中で光化学反応に

より光化学オキシダントや粒子状物質を生成させる。 
 

○2003年の大気汚染防止法改正により法規制と自主的取組の適切な組み合わせに
よるVOC排出抑制対策を実施。 

 

○ 2006年４月、法規制と自主的取組により2010年までに2000年度のＶＯＣ排出量
（固定発生源のみ）の３割削減を目標と提言された。 

   →排出抑制対策の取組の結果、44％削減 
 

○ 「今後の揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制対策の在り方について」（2012年） 
  ・VOC排出抑制制度等により高濃度域の光化学オキシダントが改善している可能

性が示唆 
  ・一方で、光化学オキシダントや微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の環境基準達成率は

著しく低く、現象解明も十分ではない。 
   今後は、VOCのみならず、光化学オキシダントやＰＭ２．５を含めて総合的な検討

を行う専門委員会を新たに立ち上げ、今後必要な対策の検討等について幅広い
議論を行うことが適当。 

  

揮発性有機化合物（VOC）対策 

日本でのVOC対策 
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 光化学オキシダントとＶＯＣの関係・規制 

 VOC（揮発性有機物質）は大気中で光化学反応、物理反応等に 

より、光化学オキシダントや浮遊粒子状物質（SPM）を生成する原 

因物質の一つである。 

 

 大気汚染防止法においては、VOC排出量が多く、大気環境への 

影響も大きい施設に対して、排出口における排出濃度規制を適用 

するとともに、事業者自らが行う排出抑制の自主的取組みを組み 

合わせた制度（ベストミックス）によりVOC排出量を抑制するという 

考え方に基づいた規制がなされていることから、事業者の自主的 

な取組を一層促進させる支援が必要となっている。 

5 

出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 
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 日本の大気VOC(NMHC)の濃度変化 

出典：環境省HP「平成26年度大気汚染状況について」より作成 

2014年度 

一般局：334局
自排局：154局 
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VOC連続計測世界規制   
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国 大気環境計測 発生源対策 

日本 NMHCをモニタリング 

有害物質として別途指定 

排ガスをバックに採取して計測 

米国 NMHCをモニタリング 

有害物質として別途指定 

・VOC総量を規制 

 New Source Performance Standard 

 Best Available Control Technology 

  Lowest Achievable Emission Rate   

・トルエン、キシレンなどの個別成分を対象 

  Lowest  Achievable Emission Rate 

  Maximum Achievable Control Technology 

  Generally Available Control Technology  

EU NMHCをモニタリング HOT-FIDによるVOC管理 

  スイスでのVOC税、各国の独自規制 

日本だけでなく、世界各国でVOC規制が実施 
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 VOC計測市場と測定原理 
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測定原理 測定成分 測定周期 
大気 固定排出源 

大気環境 室内環境 燃焼排ガス 
塗装・接着 

印刷・洗浄 

ガスクロマトグラフ＋水素炎イオン化
法 （GC-FID) 

THC、CH4、n-CH４ 

石油系VOC全般 
連続 

高感度 
○ ○ ○   

選択燃焼式＋水素炎イオン化法 THC、CH4、n-CH４ 
連続 

高感度 
○ ○ ○   

ガスクロマトグラフ＋光イオン化検出
法（GC-PID) 

BTX、BTT 
連続 

高感度 
○ ○     

水素炎イオン化法 

（FID) 
TVOC 連続 × × ○ ○ 

触媒酸化NDIR法 TVOC 連続 × × × ○ 

光イオン化検出法 

（PID） 
TVOC 

連続 

間欠 
    ○ ○ 

半導体センサ TVOC 
連続 

間欠 
    ○ ○ 

接触燃焼式 TVOC、CH4 
連続 

間欠 
    ○ ○ 

ガスクロマトグラフ＋半導体センサ 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ、
ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｽﾁﾚﾝ 

バッチ ○ ○   ○ 

フーリエ変換赤外線分析計 

（FTIR) 
個別成分 連続 × × ○ ○ 

ガスクロマトグラフ＋質量分析計 

（GC-MS) 
個別成分 間欠 ○ ○ ○ ○ 
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 有害大気汚染物質  

● 有害大気汚染物質：低濃度ではあるが長期暴露によって人の 
  （対象２１物質）    健康をそこなうおそれのある物質 

■ 環境基準が設定されている物質（4物質） 
 ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン 

■ 健康リスク低減のための指針値が設定されている物質（9物質） 
 アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、クロロホルム 
 1,2-ジクロロエタン、水銀及びその化合物、ニッケル化合物、 
 ヒ素及びその化合物、1,3-ブタジエン、マンガン及びその化合物 

■ 環境基準等が設定されていないその他有害物質（8物質） 
 アセトアルデヒド、塩化メチル、クロム及びその化合物、 
 酸化エチレン、トルエン、ベリリウム及びその化合物、 
 ベンゾ[a]ピレン、ホルムアルデヒド 

9 
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項目 
環境上の条件 
（環境基準） 測定方法（公定法）  

ベンゼン 
１年平均値が 
3μg/m3以下 

キャニスター又は捕集管により採取した試
料をガスクロマトグラフ質量分析計により
測定する方法を標準法とする．また，標準
法と同等以上の性能を有することが確認さ
れた測定方法についても使用可能とする．  

トリクロロ 
エチレン 

１年平均値が 
200μg/m3以下 

テトラクロロ 
エチレン 

１年平均値が 
200μg/m3以下  

ジクロロ 
メタン 

１年平均値が 
150μg/m3以下 

 大気環境基準と方法（有害大気汚染物質）  

10 
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 有害大気汚染物質モニタリング（2015年） 

地点属性 ベンゼン トリクロロ 

エチレン 

テトラクロロ 

エチレン 

ジクロロ 

メタン 

環境基準値 3μg/㎥ 200μg/㎥ 200μg/㎥ 150μg/㎥ 

一般環境 216  （0.91） 248 （0.43） 253 （0.15） 235 （1.5） 

固定発生源周辺   83  （1.2）   43 （0.79）   38 （0.16）   58 （2.6） 

沿道   88  （1.1）   61 （0.47）   60 （0.12）   57 （1.5） 

沿道かつ 
固定発生源周辺 

  11  （1.3）     1 （0.71）     1 （0.19）     5 （1.3） 

合計 398 353 352 355 

※ 環境基準超過地点は無し（2015年度） 
※ 測定点は月1回以上の頻度で1年間計測できた地点数 

●数値は測定地点数、（  ）の数値は平均濃度<単位：μｇ/㎥> 
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 有害大気汚染物質モニタリング（2015年） 

地点属性 アクリロニ
トリル 

塩化ビニル
モノマー 

クロロ 

ホルム 

1,2-ジクロ
ロエタン 

1,3-ブタ
ジエン 

指針値 2μg/㎥ 10μg/㎥ 18μg/㎥ 1.6μg/㎥ 2.5μg/㎥ 

一般環境 222    

    （0.056） 

227     

     （0.031） 

230  

     （0.22） 

225    

     （0.15） 

226 

   （0.084） 

固定発生源周辺 51 （0.20） 47 （0.11） 50 （0.44） 55 （0.48） 44 （0.18） 

沿道 55（0.076） 56 （0.028） 54 （0.24） 57 （0.14） 95 （0.14） 

沿道かつ 
固定発生源周辺 

  1 （0.24）   0   3 （0.15）   0   2 （0.25） 

合計 329 330 337 337 367 

※ 環境基準超過地点は無し（2015年度） 
※ 測定点は月1回以上の頻度で1年間計測できた地点数 

●数値は測定地点数、（  ）の数値は平均濃度<単位：μｇ/㎥> 
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・測定対象： 大気中のﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ﾄﾙｴﾝ、ｷｼﾚﾝ 

          または ﾍﾞﾝｾﾞﾝ､ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

・測定原理： 吸着捕集/加熱脱着試料導入、 

          ガスクロマトグラフ方式/光イオン化検出法(GC/PID) 

・測定レンジ： 0～50/100/250ppb（BTX） 

         0～20/50/100/200ppb（BTT）  

・最小検出感度（２σ）：0.3 ppb以下 

・繰返し性： フルスケールの±2.0％ 

・測定周期：   10分 

13 

 大気中のBTX及びBTTの連続計測  

BTX：ベンゼン、トルエン、キシレン 
BTT：ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン 

※EU⇒BTEX測定（ベンゼン、トルエン、エチルベンゼン、キシレン） 
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 BTX及びBTTの連続計測  
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● 光イオン化検出法（PID 法） 
 光イオン化検出法（PID 法）は、試料ガスに
紫外線（10.6eV）を照射・イオン化させ，そのイ
オン量（電流値）を測定することにより，成分の
有無と濃度を測定する。検出可能なVOC は，
イオン化エネルギが10.6eV 以下のVOC となる。
イオン化エネルギは，それぞれの試料ガス
（Ａ）により異なる。 
 
      A ＋ h ν → A+ ＋ ｅ- 
   
 また，各VOC 成分に対し選択性があり，トー
タルVOC の測定ではなく，特定のVOC の測定
となるため，施設によって，その選択性を生か
した測定が可能である。 
 
 

 光イオン化検出法（PID法）  

出展：日本電気計測器工業会 環境計測器ガイドブック 
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光イオン化検知器、PIDは、イオン化エネルギーにより、測定できるVOCが異な
ります。一般的には10.6eVのランプが使用されています。測定対象により、
11.7eVのランプも使用されます。 

出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 

 光イオン化エネルギー  
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VOC計測技術 
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大気中の臭気、微粒物質の形成 

植物 

ＳＰＭ 

臭気（Ｏ3） PM2.5 

VOCs (Solvent 
substances) 

窒素化合物 

（NO2 or NO） 

硫酸化合物 
  （ＳＯ２） 

二次粒子 

自然起源 

紫外線 

太陽 

二次粒子 

人的由来 
光化学オキシダント生成の要因物質：炭化水素と窒素酸化物の混合系に、 
太陽光（紫外線）が照射された場合、光化学オキシダントを生成 
二次生成粒子の要因物質：炭化水素等に太陽光が照射された場合、 
光化学反応によりエアロゾル生成 
 

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://the-cosmos.org/epod/2006/05/05-02/Merapi-pht_puncak_kr.jpg&imgrefurl=http://cosmos.blog2.fc2.com/blog-date-200605.html&h=481&w=600&sz=47&hl=ja&start=4&tbnid=AA7PbAK8kSJf_M:&tbnh=108&tbnw=135&prev=/images?q=%E7%81%AB%E5%B1%B1&gbv=2&ndsp=20&svnum=10&hl=ja&sa=N
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固定発生源でのVOC計測 

印刷工場 

VOC発生源 

自動車塗装工場 

VOC除去装置 

VOCｓ 

太陽 

Oxidants 
(O3) 

SPM 
PM2.5 計測 

場所 

計測 
場所 

VOC計測装置 

１０ 
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VOC計測技術と特徴 

目的 計測法 市場価格 特徴 

どんなVOCが 

あるかを知りたい 

・GC-MS 

・FTIR 

500万円～ 個別成分を特定する
ことが可能 

VOCを連続で 

計測したい 

・FID 

・NDIR 

・GC-PID 

150万～300万円 連続計測に最適 

日本での公定法とし
て採用 

 

簡易に計測した
い 

・PID 

・半導体センサ 

・接触燃焼式 

・高分子薄膜 

 干渉増幅反射法 

30～100万円 

30～300万円 

75万円～ 

75万円～ 

成分により感度が異
なるが、 

簡易測定用として最
適 

固定発生源 大気環境 

TVOCで計測 

 

TVOC、NMHC 

で計測 

日本での計測事例 中国 
固定発生源 

大気環境 

NMHCで計測 

NMHC =TVOC-メタン 
メタン分離のために 
①GC   ②選択燃焼 
         (連続測定可） 
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 非メタン炭化水素 

非メタン炭化水素（NMHC） 
メタン以外の炭化水素の総称です。 
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 NMHC測定原理 

分離カラム 

分離カラム 

選択燃焼管 

カラム法 差量法 

クロマトグラフィーで分離するこ
とにより、CH4、NMHCをそれぞ
れ直接測定 

CH4以外のTHCを燃焼させる選択
燃焼管を、通気する場合としない
場合でCH4とTHCを測定し、その
差からNMHCを間接的に測定。 

THC－CH4 = NMHC 

選択燃焼管 
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  化合物 

1 メタン 

2 
クロロジフルオロメタン 

(HCFC-22) 

3 
2-クロロ-1,1,1,2-テトラフルオロエタン 

(HCFC-124) 

4 
1,1-ジクロロ-1-フルオロエタン 

(HCFC-141b) 

5 
1-クロロ-1,1-ジフルオロエタン 

(HCFC-142b) 

6 
3,3-ジクロロ-1,1,1,2,2-ペンタフルオロプロパン 

(HCFC-225ca) 

7 
1,3-ジクロロ-1,1,2,2,3-ペンタフルオロプロパン 

(HCFC-225cb) 

8 
1,1,1,2,3,4,4,5,5,5-デカフルオロペンタン 

(HFC-43-10mee) 

日本での排出抑制の対象から除外される物質 

以下の８物質は別途測定し、 
VOCの測定値より差し引くことになっている。 
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 固定発生源のVOC測定器に関する調査業務 （2003年～2005年） 

     ● 目的 固定排出源から排出されるVOCを一括測定する方法の確立。 

   ● 内容 FID法の精度評価及び酸化触媒NDIR方式の検討 

   ● 成果 ① VOC測定の公定法確立。 

        ② JIS B7989（排ガス中の揮発性有機化合物の自動計測器による測定方  

          法）発行、２００８年。（検証結果及びデータの活用） 

        ③ ISO 13399：2012（酸化触媒NDIR方式）発行。日本提案としてISO化。 

 

 

  

  

VOC計測における技術対応（JETA) 

6社10製品 
評価 
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 VOC濃度表現：相対感度 

相対感度 ：C3H8を基準（1.00）としたppmC換算表示 
 

燃料ガス（種類と流量）、試料ガス（流量）助燃空気（流量） 

ノズル、検出器の構造により相対感度は変化する 
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VOC連続計測装置における感度 
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VOCの測定方法    環境省告示第６１号     

① 直接測定：捕集バッグ中のガスを直接測定器に導入し、測定する方法。 
② 希釈測定：捕集バッグからシリンジでサンプルの一部を採取し， 
      高純度空気の入った捕集バッグに注入して行う測定方法 

b. 試料採取方法 

   

試料採取管，フィルター，導管(内径4～25mm程度)，ドレンポット(水分除去用冷却除湿器。必要に応じて使用)，
吸引用気密容器，流量調節バルブ(0.5～５L/minの流量制御)，吸引ポンプ，流量計(0.5～5L/min) 
捕集バッグ(20L以上。ふっ素樹脂フィルム製若しくはポリエステル樹脂フィルム製。再使用不可) 

ａ． 測定方法： 排ガスをバッグに採集し測定する。 
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VOCの濃度は全炭素濃度（TVOC) ppmCとして測定。                
つまりプロパン１ppmはTVOCでは３ppmCとなる。 

VOCの濃度表現 (ppmC) 

VOCの濃度測定のための分析計 

分析計 ①触媒酸化-非分散型赤外線分析計 
（NDIR)*) 

②水素炎イオン化型分析計 （FID) 

 

測定原理 加熱した触媒でVOCをCO2に酸化し、

その濃度を赤外線の吸収強度から測定
する分析計 

水素炎に試料をいれた時に生じるイ
オン電流を測定する分析計 

短所 塩素系のVOCガスを使用した場合、触

媒の活性が落ちるものもある。燃焼排ガ
スは測定不可 

VOCの種類によって感度が異なる。
酸素含有VOCは感度が低い、塩素系

は高い。水素ガスを用いるため、安全
性に注意が必要 

長所 感度はVOCの種類に寄らず一定 90%

以上 

燃焼ガスでも測定可能 

＊）ＩＳＯ 13199:2012  Stationary source emissions — Determination of total volatile organic compounds (TVOCs) in 
waste gases from non-combustion processes — Non-dispersive infrared analyzer  equipped with catalytic 
converter 日本の方式をISO化した。 
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固定発生源からのVOC計測方法 

固定排出源から排出されるCH4以外のVOCガスの計測方法について（FID法） 

 

 水素炎イオン化法（FID法） 

  ・大気汚染監視用の分析計を使用し、サンプルガスを希釈器により希釈する。 

  ・サンプル希釈倍率は10倍～100倍程度 

  ・測定原理 選択燃焼式＋水素炎イオン化法（FID法） 

  ※選択燃焼式：VOCガスのうちCH4以外のガスを全て燃焼させ、燃焼触媒を通 

    したサンプルガスと、燃焼触媒を通さないサンプルガスの差量濃度を演算   

    し、CH4以外のVOCガスの濃度を計測する方法。 

   

 水素炎イオン化法（FID法）＋CH4計(NDIR法） 

  ・THC（FID法）の分析計とCH4計（NDIR法）を組合せて使用する。 

  ・THCの分析計の濃度出力からCH4計の濃度出力を減算し、濃度演算する。 
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計測機器に対する要求事項（環境省告示１） 

測定範囲：10～5000volppmC 
レンジ： 500/1000/2000volppmC 

項目 作動性能の基準値 

ゼロドリフト 最大目盛値の±1%以内/8時間 

スパンドリフト 最大目盛値の±1%以内/8時間 

繰返し性 最大目盛値の±1%以内 

指示誤差 最大目盛値の±1%以内 

90%応答時間 60秒以下 

感度 

トルエンに対して 90～105%，酢酸エチルに
対して 70%以上， トリクロロエチレンに対して 

95～110% 

酸素干渉 できるだけ少ないこと 

最小検出限界 
最大目盛値の1%以下 

 

 
 FID計測器の性能基準 

図１FID 測定原理 

規定の試験を行い以下の基準が満たされている装置を 
使用することとなっている。 
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固定発生源からのVOC計測方法 

固定排出源から排出されるCH4以外のVOCガスの計測方法について（NDIR法） 

 

 触媒酸化NDIR法＋CH4計 

  ・ISO13199（Stationary source emission-Determination of total volatile organiv  

      compounds(TVOC) in waste gases from non-combustion process-Non dispersive  

      infrared analyser equipped with catalytic converter)で定義されるVOC酸化触媒＋ 

   NDIR法の装置に別途CH4計（NDIR法）を搭載し、２つの分析計の演算によりCH4 

   以外のVOC濃度を演算、出力する。 

 

 赤外線吸収法（NDIR法） 

  ・HCの赤外吸収波長3.4μを使用し、計測する。 

  ・CH4の赤外吸収は3.3μであり分離可能。 

  ・固定発生源用分析装置にて対応可能。 

  ※CH4とHCは赤外吸収波長が近いため、それぞれのガスの濃度バランスにより干渉影響を受け測定誤差を 

    生じる場合がある。 
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項目 作動性能の基準値 

ゼロドリフト 最大目盛値の±2%以内/24時間 

スパンドリフト 最大目盛値の±2%以内/24時間 

繰返し性 最大目盛値の±2%以内 

指示誤差 最大目盛値の±2%以内 

90%応答時間 120秒以下 

感度 

トルエン，酢酸エチル，メチルエチ
ルケトン，2-プロパノール， ジクロ

ロメタン及びクロロベンゼンに対し
て 90%以上 

無機体炭素の
影響 

最大目盛値の±6%以内 

検出下限値 最大目盛値の1%以下 

図２ 比較ガス流通方式の
NDIR原理 

使用条件：排ガス中のCO2

濃度が高いと誤差になるの
で、燃焼排ガスは適用外と
する。 

計測機器に対する要求事項（環境省告示2） 

NDIR計測器の性能基準 
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環境省告示法以外のVOC計測装置 

各種原理のVOCガスセンサが販売されている。 
例）  
･高分子薄膜センサ 
  高分子薄膜の膨潤に基づく干渉増幅反射法（IER 法） 
･酸化物半導体式ガスセンサ 
  貴金属等が添加された金属酸化物を感ガス材料に使用   
  し、所定の温度に加熱すると VOC ガスと反応し、電気   
  抵抗値が急激に減少する性質を利用 

環境省が、環境装置実証事業で性能を評価している。 
環境省の指定機関が、ＶＯＣ簡易測定器の性能評価試験を行い、環境省のHPで実証を
行った装置が公開されている。http://www.env.go.jp/policy/etv/field/f07/p3.html 

技術例：ハンディVOCセンサー/モニター等 

 

 

1. 成分別のＶＯＣを測定する装置 

･フーリエ変換赤外分光法 （ＦＴＩＲ） 
･ガスクロマトグラフ質量分析計 （ＧＣ－ＭＳ） 

2. 簡易計測法 
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日本環境省での計測装置まとめ（2007年） 

公定法 簡易測定法 
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日本での固定発生源での事例 

TVOC計測装置 (FID法） 

TVOC計測装置 (NDIR法） 

TOADKK 

TOADKK 

島津 

島津 

アナテックヤナコ 堀場 

堀場 
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東亜ディーケーケー株式会社 

36 

VOC分析システムに関わる技術及び販売提携締結      

「重庆川仪自动化股份有限公
司」 

北京牡丹聯友環保科技 
     股份有限公司 
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島津製作所 VOC-3000F 

島津GC技術と島津オンライン技術を融合！ 

■島津品質の優れた安定性 

■自己診断機能による安全性 

■使いやすい操作性 

キャリアアガス制御に電子式フローコントローラ（APC）を採用 
オーブン温度制御が正確・安定のため高い再現性を実現 
ダイナミックレンジが広い高感度なFID検出器を採用 

水素炎消炎時に水素ガス供給をカットするフィードバック機能で安全性を確保 
各種センター異常の検知などの自己診断機能と警報出力を搭載 

最新データや装置状態を一目で把握でき直感的な操作を実現！ 

上海市据付現場 

上海環保認証取得(2016.9.7) 
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VOC環境監視計測装置 

非防爆エリア 

防爆エリア 

測定原理 FID法（水素炎イオン化型分析計） 

測定対象 
メタン（CH4） 
非メタン（NMHC） 
全炭化水素（THC） 

測定レンジ 
0-1/0-10 ppm-1000ppm 
(計測濃度に応じて変更可) 

応答時間 <30秒 (T90) 

精度/再現性 +/-1%FS 

校正方式 手動校正、自動構成 

測定温度 120℃ 

特徴 

 自動点火機能 
 気体（空気、水素、ボンベ） 
  流量自動調整； 
 気体（空気、水素、ボンベ） 
  自動遮断機能； 

動作電源 220VAC/50HZ 

使用環境 45℃，80%湿度 

アナログ出力 4CH 

デジタル出力 14CH 

通信インター
フェイス 

RS232，イーサーネット 

ソフトツール 制御用ソフトウエアの提供可 

VOC8000 
GC8000 

中国の10箇所で実績あり 

2017年5月1日中国で販売開始 
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アナテックヤナコ 
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非メタン計 
選択燃焼触媒式ＦＩＤを採用。 
上海での実績あり。 

加熱型トータルＶＯＣモニタ 
重慶市の液晶パネル製造工場 
で実績あり。 
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HORIBA 

上海ペットボトル工場 

上海に30台販売実績 
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日本でのVOC計測の事例(大気環境） 

モニタリング局内でのTHC計測 
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PM2.5は複数の成分により構成され、その組成は場所や時間など 
によって変化するため、汚染の原因究明や効果的な対策の実施 
のためには、PM2.5を構成する成分の分析を行う必要がある。 

● 季節（春・夏・秋・冬）毎に２週間ずつの測定（全国180地点） 
   ⇒測定期間以外は、PM2.5の成分が把握できない。 
● 原因の究明や対策の実施に向けて連続的なデータが必要 

2017年度より連続モニタリングを開始 

 大気微粒子成分連続分析 
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 ■硫酸・硝酸イオン 
 ◆水溶性有機物 
 ●金属元素（蛍光X線） 
 ▲有機炭素 

福岡市：■◆●▲ 

長崎県：■◆● 

島根県：■◆ 

兵庫県：■◆ 

大阪市：■◆ 

名古屋市：■◆ 

東京都：■◆● 

新潟県：■◆● 

札幌市：■◆ 

宮城県：■◆ 

● 
● 

● 

● ● 
● 

● 

● 
● 

● 

 2017年度モニタリング拠点と測定対象 

43 
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ＰＭ2.5自動成分分析装置 

  質量濃度計測 

 元素成分測定 

 テフロンフィルター解析 

 

測定成分 PM2.5 質量、成分分析装置 

测定原理 
Β線法（質量分析） 

エネルギー分散型蛍光X線（元素濃度） 

測定時間 1時間 （測定時間変更可能） 

测定元素 Al(13)～U（92） 

カメラ内蔵 CCDカメラ（カラー） 

サイズ 430mm(W) X 550mm(D) X 285mm(H) 

44 

出典：堀場製作所 
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 発生源と指標成分 

出典：環境省、無機元素測定法より 

主な発生源 物質名 

土壌 アルミニウム、カルシウム 等 

石油燃焼 バナジウム、ニッケル 等 

石炭燃焼 鉄、アルミニウム、ヒ素 等 

セメント工業 カルシウム 等 

無機元素 

質量濃度は小さいが、
発生源を特定する情
報が豊富 

45 
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 イオン濃度連続分析 

46 

●測定原理と測定レンジ 
 
 ・質量濃度： β線吸収法 0~1mg/m3 
 ・酸性度： pH指示薬を用いた吸光光度法  
    [H+] 10~1000 nmol/m3 
 ・硫酸イオン： 光散乱検出器を用いた比濁法 0~300 nmol/m3     
 ・硝酸イオン： 紫外吸光光度法  0~200 nmol/m3 
 ・水溶性有機化合物： 紫外吸光光度法  0~5μg-C/m3 
 ・元素状炭素： 近赤外散乱法  0~5μg/m3 
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● 測定原理 
  イオンクロマトグラフ 
 
● 測定成分  
 硝酸塩、硫酸塩、亜硝酸塩、リン酸塩、塩化物、アンモニウム、   
 ナトリウム、カルシウム、カリウム、マグネシウム、塩化水素、 
 硝酸、二酸化硫黄、アンモニア 
 
● 検出限界：0.05μg/m3(毎時） 
 
● 時間分解能：1時間 
 

 空気中イオンモニタ 
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ＥＴＶ（環境技術実証事業） 

 
Environmental Technology Verification 

 

48 
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 環境技術実証事業（ETV) 

環境技術実証事業とは？ 

出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 
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 実証試験の視点 

視 点 内 容 

信頼性 

〇 各実証対象技術の用途において求められる精度の範囲で信頼
性ある測定が可能かどうか。 

・個別ガスの測定結果 
（繰返し性、干渉成分の影響等測定結果の信頼性）。 

・模擬ガスの測定結果 
（繰返し性、直線性等測定結果の信頼性）。 

実用性 

〇 製品仕様や測定性能等が、現場利用に適しているかどうか。 
・模擬ガスの測定結果から、実用性(用途例)を検討する。 
・技術仕様書や取扱説明書どおりに、正常な動作、校正が 

可能か確認・評価する。 

簡便性 〇 製品仕様や操作手順等が、簡単かつ容易かどうか。 

出典：環境省 環境技術実証事業広報資料 
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 実証試験項目とその視点 

51 

項 目 指 標 
視 点 方 法 

信頼性 実用性 簡便性 書類 試験 

１．個別ガス測定に係る評価項目（書類確認＋実測） 

① 測定範囲   ○  ○ － 

② 繰返し性 偏差等 ○   ○ ◎ 

③ 直線性 相関等 ○   ○ ◎ 

④ 干渉影響試験 比率等 ○   ○ ◎ 

⑤ 応答時間 時  間 ○ ○  ○ ◎ 

⑥ 相対感度 比率等  ○  ○ － 

⑦ 再現性 偏差等 ○   － ◎ 

２．模擬ガス測定に係る評価項目（実測） 

① 測定範囲   ○  ○ － 

② 繰返し性 偏差等 ○   ○ ◎ 

③ 直線性 相関等 ○   ○ ◎ 

④ 干渉影響試験 比率等 ○   ○ － 

⑤ 応答時間 時  間 ○ ○  ○ ◎ 

３．現場における実ガス測定に係る評価項目（オプション） 

①繰返し性 偏差等 ○   － ◎ 

②公定法との比較 相関等  ○  － ◎ 

 出典：環境省 環境技術実証事業広報資料 
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 試験用ガスの種類 

 

 

● 個別ガスの測定（必須） 
実証対象製品が測定可能な代表的な1種のガス（個別ガス：例

えばトルエン、ジクロロメタン等）を用いて、繰返し性、干渉成分

の影響等の基本的な性能試験を実施する。 
 

● 模擬ガスの測定（必須） 
実際の現場（工程）で想定される複数のガス種を混合した試料

（模擬ガス）を測定する。干渉影響も考慮したガスの選定を行う。 
 

● 現場における実ガスの測定（任意実証項目） 
現場測定に係る項目は任意実証項目（オプション）とする。申請

者の希望に対し、試料となる実ガスの採取または測定が可能で

あり、実証試験の充実に資すると実証機関が判断した場合に実

施する。 
出典：環境省 環境技術実証事業広報資料 
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製品名 測定成分 レンジ 測定原理 

VOC簡易測定システム 
(型式：VOC-1) 

VOC 200-400ppmC 検知管式 

ハンディVOCセンサ 
（型式：VOC-121H） 

TVOC 
 

1-2500ppm 
10-25000ppm 

IER法 

ハンディTVOCモニター 
（FTVR-02） 

各種VOC 
（トルエン換算） 

1-3000ppm 半導体センサ 

ガスリーク検知器 
（GL-103) 

VOC 0-100/1000/ 
10000ppmC 

水素炎イオン
化法（FID) 

VOCモニター 
（VM-501) 

各種VOC 
（トルエン換算） 

1-2500ppm 
10-25000ppm 

IER法 

※ IER法：高分子薄膜の膨潤に基づく干渉増幅反射法 

VOC-121 FTVR-02 GL-103 VOC-1 

 実証試験実績（1） 

VM-501 
出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 
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製品名 測定成分 レンジ 測定原理 

PGM-7340 
 

各種VOC 1ppb-10000ppm 
0.01-2000ppm 

光イオン化 
（PID法） 

ToxiRAE ProPID 
 

各種VOC 0.1-99.9ppm 
100-2000ppm 

光イオン化 
（PID法） 

パーソナルTVOCモニタ 
（FTVR-01) 

各種VOC 
（トルエン換算） 

0-１000μg/m3 

0-１0mg/m3 

半導体センサ 
 

VOC成分濃度モニタ 
（FTVR-06) 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 
ｷｼﾚﾝ、ｽﾁﾚﾝ 

10-１00μg/m3 

100-１000μg/m3 

GC＋ 
半導体センサ 

PGM-7340 PGM-1800 FTVR-01 FTVR-06 

 実証試験実績（2） 

出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 
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製品名 測定成分 レンジ 測定原理 

ポータブルガス分析装置 

（XG-100V：低濃度用） 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、 

ｷｼﾚﾝ、ｽﾁﾚﾝ 

1-1000ｐｐｂ GC＋ 

半導体センサ 

ポータブルガス分析装置 

（XG-100V：高濃度用） 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、 

ｷｼﾚﾝ、ｽﾁﾚﾝ 

0.5-250ppm GC＋ 

半導体センサ 

簡易VOCモニタ 

（VM-603） 

VOC 5-100ppm 

25-2500ppm 

IER法 

センサガスクロマトグラフ 

（SGVA-P2) 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾙｴﾝ、ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ、 

ｷｼﾚﾝ、ｽﾁﾚﾝ 

5-1000ｐｐｂ GC＋ 

半導体センサ 

VM-603 SGVA-P2 

 実証試験実績（3） 

XG-100V 

※ IER法：高分子薄膜の膨潤に基づく干渉増幅反射法 
出典：環境省 環境技術実証事業ホームページ 
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 環境技術実証事業広報誌及び報告書 
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環境技術実証事業広報資料 実証試験結果報告書＜詳細版＞ 
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 ＥＴＶの国際動向 

ETV関連の国際的動向 

 背景 

 〇 環境技術実証（ETV)制度はカナダと米国で発祥。 

 〇 米国、カナダ、EU、日本、韓国、デンマーク、フィリピン等が実施 

 〇 それぞれの国が独自に立ち上げているため互換性はない。 

 〇 国際連携・相互認証が必要な状況。 

 ISO化の動き 

 〇 2012.10 ISO化の提案書（カナダ）がISO事務局に正式受理。  

 〇 201３.2  TC207（SC4）にてISO化の検討を決定。 

 〇 2015.6   DIS 14034（Draft International Standard） 

 〇 2016.8  FDIS 1034（Final Draft International Standard) 

 Environmental management--Environmental technology verification(ETV) 
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 各国のETV体制と実績（例） 

■アメリカ 
 ・米国環境庁研究開発室（USEPA） 
 ・1997年スタート、260以上の実証実績 
■カナダ 
 ・ETVカナダ社（OCETA資本）、カナダ環境省とのライセンス契約 
 ・1997年スタート、60以上の実証実績 
 ※OETCA:Ontario Centre for Environmental Technology Advancement 
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環境測定技術で地球環境保全に貢献します 
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